
















この時期以降に建設されたマンション（注 1）のストックはおおよそ 850 万戸あり、そこでの居住者は
2000 万人を越え、戸建住宅と並んで “ 国民的住居 ” のひとつになった。初期に建てられマンション
は順次、老朽化・陳腐化し、かつ耐震性・耐久性そして耐用性に問題が生じてきている。その結果、












由な “ ムラ社会 ” から出て、東京や大阪などの大都会で自由で伸びやかな都市生活を送ることが先
進的な現代生活であると思われ、憧れにもなった。
この、おおよそ 1950 年～ 1970 年代頃は、居住地域でのコミュニティの形成よりも、むしろ各家庭、
各家族個々人が自由に振舞いかつプライバシー確保に重きが置かれていた。父親は企業に縛られな

















































②未婚、離婚による単身、母子・父子世帯の増加・・・例えば 30 ～ 40 歳代になっても結婚しな
い男性、女性が増えている。一旦結婚しても離婚し独身に戻り、あるいは母子・父子世帯を形成する。
③高齢者のいる世帯の増加・・・高齢者が増え続け、高齢者のいる世帯あるいは高齢者のみで構







































































法の「鉄筋コンクリート耐用年限 70 年の半分の 35 年で建替えてもよい」という “お墨付き ”があり、
ブルドーザーのように建替えに一路まい進する。だが、居住者も黙っているわけではない。住み続
けを希望する人は多く、そのためにも修繕やリニューアルによる再生では何故だめなのか、という
根本的意見も出る。居住者の要求をごく僅かに取り入れるが、最後は公的事業者の思う方向や事業
方針に従って建替えが進んできた。その結果高齢者など低所得層を中心に、やむなく住まいを追わ
れることになったのである。
一方、少ない事例の分譲住宅においては、「建替えか修繕か」の議論がまずなされたであろうが、
これまでの事例では、建替え派が説得力を持っている場合が多く、建替えが実施されてきた。修繕
で対応しようにも、建替え派には建替え専門の Gコン（建設施工業者）や不動産がくっついて推進
する。その道のプロであるだけに、修繕・リニューアル派はなかなか反論できず、ずるずると建替
え派が多数になり建替えが進行する。ただ、老朽化したマンションの立地する場所の利便性が高く、
－ 62 －
居住環境に優れていれば、つまり建替え後マンションが高く売れるような場所での建替えだと比較
的スムーズに進んできた。ところが、そうでない、例えば駅からも遠い、あるいは環境が優れない
など、端的に言って現在地価の低い地域での分譲マンションの建替えは進まない。マンション業者
も見向きもしない。分譲マンションの建替え現場では経済論理が貫徹しているのである。
5．リニューアルで住み続ける
これまでのマンション再生においては、そこでの暮らしは二の次にして公共事業としての景気対
策や経済効果を求め、あるいは、区分所有法を「改正」して、結果的には民間デベロッパーや Gコ
ンなど民間事業者の仕事を増やすことを目的に実施されてきた。
住み続けたいという高齢居住者の要求実現のためには、建替えではなくリニューアルによるマン
ション再生のほうが実現可能性は高い。なぜなら、リニューアルであると、建替えに比べ工事費用
も安く、急激な空間の変化がなく、居住者の出費も少ない。何よりもこれまでつくられてきたコミュ
ニティの断絶もない。このようなことから、高齢者も住み続けることができるのである。したがって、
マンションの再生に当たって、住み続けられることを前提にまずは「リニューアルではだめなのか。
なぜだめなのか。」を追求すべきであると考える。ただ、公的賃貸マンションと分譲マンションとで
は、すこし事情が違う。同じ集住体であるマンションではあるが、所有者が違うからである。
公的賃貸マンションの場合は、供給し所有しているのは都道府県・市町村あるいは都市再生機構・
公社など公共・公的機関であり、税金も使われており、国民的財産でもある。
このことから、再生については、
①公的機関が一方的に事業方針を立てて実施するのではなく、居住者・自治会・市民の意見をよ
く聞き、話し合ってから再生計画を立て、関係者納得のうえで実地する、
②マンションとその用地の利活用については、建替え後残地を民間事業者に売却するなどして、
その事業者が利益を得ることは、絶対避けるべきである。
③公的機関としてのマンション再生の役割は、むしろ、居住者が住み続けられるリニューアル方
策を研究・開発しあるいはモデル的な事業を行って、民間賃貸住宅再生をリードすることではなか
ろうか。かつての公営、公団や公社の三本柱の事業体は、住宅部品部材・工法あるいは設備などを
研究・開発し、民間の住宅産業やデベロッパーを指導・育成して先導的な役割を果たした。現在で
もその重要性は生きている。
④温暖化ガス削減など近年環境問題が喫緊であるが、マンション含め建築行為は自然を破壊する。
環境共生の観点からしても、公的機関はマンション再生において、マンションをつぶして “ もった
いない ”ことを続けるのではなく、リニューアルを第一義とするべきである。　
一方分譲マンション再生の場合はどうか。
公的賃貸マンション同様、上述のように住み続けられることを目標にリニューアルが基本である
－ 63 －
のは変わらない。ただ、再生の方針を管理組合として方針を立てる場合、居住者や管理組合で時間
をかけてよく議論しながら、当該マンションの全棟につき、老朽度、耐久性あるいは耐震性を科学
的に調査し、建替えと修繕で費用を比較して、修繕に過分の費用が必要なのかどうかを明確にする
ことがまず大事である。その後、全員の居住者・区分所有者が住み続けることを希望する場合はそ
れを最大尊重し、リニューアル計画を打ち出すべきである。ただ、あまりにも老朽化がひどく、修
繕やリニューアルでは費用がかかりすぎるような場合は、部分的な建替えの棟があってもやむをえ
ない。
注
注 1：
　 1．マンション
　 　日本では一般には分譲の中高層集合住宅を指すが、本小稿では、これに加えて公的（公営、都
市再生機構、公社）賃貸中高層住宅も含んでいる。
　 2．再生
　 　リニューアルとは、竣工時のマンションの有する機能・性能を維持するといった修繕や修理・
補修と異なり、新たな機能・性能を付加する改善・改修のことである。本小稿における再生はリ
ニューアルと建替えを含めて考えている。
注 2：
 　本小稿は、近々出版予定の（仮称）「高齢者が住み続けられるマンション再生」の一部である。
出版後、併せて読んでいただければ幸いである。
